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■海外情報 

★IEA 世界のEV展望 2025 《エグゼクティブサマリー》（IEA Global EV Outlook 

2025） 
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要 約  
Global EV Outlook は、世界における電動モビリティの最近の動向を特定・評価する国際エネルギー機関
(IEA)の年次刊⾏物で、電気⾃動⾞イニシアチブ(EVI)のメンバーの⽀援を受けてまとめられたものである。 
 
この報告書では、最新のデータを⽤い EV の普及、バッテリー需要、充電インフラの動向を評価した。また、
各市場における EV の⾒通しを形づくっている最近の政策展開や業界戦略についても考察した。本書では、
EV の価格、EV とそのバッテリーの製造と取引、様々な市場における⼤型 EV トラックの総所有コストの分
析を⾏い、2030 年までの予測を⾏っている。 
 
本書では、⼆つの最新版オンラインツール Global EV Data Explorer と Global EV Policy Explorer の補完さ
れているため、ユーザーは EV の統計や予測、世界の政策措置についてさらに詳しく調べることができる。 
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電気自動車イニシアチブ  
電気⾃動⾞イニシアティブ（EVI）は、クリーンエネルギー閣僚会議（CEM）の下、2010 年に設⽴された
複数の政府による政策フォーラムである。EV が提供する機会を認識し、EVI は世界中で EV の採⽤を加速
させることに専⼼している。そのために、EVI は電動モビリティに関連する政策課題をよりよく理解し、各
国政府がその課題に対処できるよう⽀援するとともに、政府の政策担当者間の知識共有のプラットフォーム
としての役割を果たすよう努めている。EVI はまた、充電インフラやグリッド統合、EV バッテリーのサプ
ライチェーンなど、電動モビリティへの移⾏に重要なトピックについて、政府の政策⽴案者と他のさまざま
なパートナーとの交流を促進している。 
 
国際エネルギー機関（IEA）がこのイニシアチブのコーディネーターを務めている。2024-25 年の EVI に積
極的に参加した政府には、カナダ、チリ、中華⼈⺠共和国（以下「中国」）、フィンランド、フランス、ドイ
ツ、インド、⽇本、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スウェーデン、
英国、⽶国が含まれる。 
 
Global EV Outlook の年次シリーズは、EVI の主要刊⾏物である。世界の電動モビリティの進展を追跡・監
視し、⾃動⾞交通分野の電動化を促進する最善の⽅法について政策⽴案者に情報を提供することを⽬的とし
ている。 
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エグゼクティブサマリー 

EV の販売台数は、中国やその他の新興国を中⼼に世界的に記録を更新し続け
ている 
2024 年の世界の EV 販売台数は 1,700 万台を超え、販売シェアは 20％を超えた。2024 年に前年より 350 万
台多い EV が販売されたが、それだけで 2020 年に世界で販売された EV の総数を上回ったことになる。中
国が引き続きリードし、2024 年には EV が全⾃動⾞販売台数のほぼ半分を占めた。昨年、中国で 1,100 万台
以上の EV が販売されたが、ちょうど 2 年前の世界販売台数を上回った。⼒強い成⻑が続いた結果、中国の
道路を⾛る⾞の 10 台に 1 台が EV となった。欧州では、補助⾦制度やその他の⽀援政策が弱まり、2024 年
の販売台数は伸び悩んだが、⼀部の国での販売好調が他の国での販売台数の減少を補い、EV の販売シェア
は 20％前後を維持した。⽶国では、EV の販売台数は前年⽐約 10％増となり、販売台数の 10 台に 1 台以上
に達した。 
 
アジアとラテンアメリカの新興市場が新たな成⻑の中⼼となりつつあり、EV の販売台数は 2024 年に 60％
以上急増し、ほぼ 60 万台に達する。東南アジアでは、EV の販売台数は 50％近く伸び、同地域の⾃動⾞販
売台数の 9％を占めるまでになった。ラテンアメリカ最⼤の⾃動⾞市場であるブラジルでは、EV の販売台
数は 2024 年には 2 倍以上の 12 万 5,000 台となり、販売シェアは 6％を超えた。アフリカでの販売台数も、
エジプトとモロッコでの販売台数の伸びを主因に、2 倍以上に増加したが、アフリカ⼤陸全体の⾃動⾞販売
台数に占める EV の割合はまだ 1％未満である。中国からの政策⽀援と⽐較的安価な EV の輸⼊は、⼀部の
新興 EV 市場の販売増に中⼼的な役割を果たし、例えばブラジルとタイでは EV 販売の 85％を占めた。中国
以外の新興国全体では、2024 年の EV 販売台数増加の 75%を中国からの輸⼊が占めた。 
 
EV 販売台数の伸びは中国と欧州が牽引、新興国も急増の⾒込み 
2025 年の EV 販売台数は世界で 2,000 万台を超え、世界の⾃動⾞販売台数の 4 分の 1 を超えると予想
されている。2025 年 1〜3 ⽉期の販売台数は前年同期⽐ 35%増となり、すべての主要市場で第 1 四半
期の販売台数が過去最⾼を記録した。中国では、旧型⾞からの買い替え優遇措置の継続と EV 価格の
下落により、2025 年には同国の⾃動⾞販売台数の約 60％が EV になると予測されている。EU と英国
の排出ガス規制では、2025 年にはゼロ・エミッション⾞の販売⽐率を⾼める必要がある。第 1 四半期
に確認された前年同期⽐ 20%以上の販売台数の伸びを踏まえれば、2025 年の欧州における EV 販売台
数は、EU の 2025 年排出量削減⽬標達成のために⾃動⾞メーカーに与えられた柔軟性にもかかわらず、
こうした政策的後押しを受けて 25%の販売シェアに達すると予想される。⽶国における 2025 年の EV
販売台数の⾒通しは、現在の政策の⽅向性からは不透明であるが、現在のところ、第 1 四半期に⾒ら
れた 10%の伸びを維持すると予想される。既存の税額控除廃⽌の可能性を考えた消費者の利⽤により、
EV 販売台数は通年で⾃動⾞販売台数全体の 11%に達すると予想される。中国以外の新興国では、販
売台数は⼒強い成⻑を続け、2025 年には 50%増の 100 万台に達すると予想される。 
 
先⾏きの不透明感にもかかわらず、現在の政策設定では、2030 年には⾃動⾞販売全体に占める EV の割合
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が 40％を超えるとみられている。中国は、市場の⼤きな勢いと価格競争⼒のある EV を背景に、2030 年ま
で EV 販売でリードし続け、約 80％の販売シェアを達成する⾒通しである。欧州では、CO2 削減⽬標によ
り、2030 年までに販売シェアが 60％近くに達する⾒込みで、これは昨年の予測を若⼲下回る。⽶国での販
売シェアは、昨年の⾒通しよりもはるかに⼩幅な伸びとなり、現在の政策⽅針に基づくと 2030 年までに
20％程度に達するが、これは昨年の 2030 年予測の半分以下である。⼀⽅、東南アジアでは、強⼒な政策⽀
援と利⽤可能な国内⽣産能⼒によって EV 販売が後押しされ、2030 年までに同地域で販売される⾃動⾞の
4 台に 1 台が EV になる⾒通しである。同地域の重要な道路交通⼿段である⼆輪⾞／三輪⾞の電動化はさら
に加速し、2030 年までに、⼆輪⾞／三輪⾞の販売台数のほぼ 3 台に 1 台が EV になる。すべての⾞両モー
ドにおいて、EV の導⼊は、2030 年に世界で 1 ⽇当たり 500 万バレルを超える⽯油の使⽤を代替する。こ
の節約分の半分は、中国での EV 普及によるものである。 
 
EV の国際貿易が拡⼤、メーカーが新市場を視野に 
中国は引き続き世界の EV ⽣産のハブであり、世界⽣産の 70％以上を担っている。中国に本社を置く⾃動
⾞メーカーは主に国内市場に対応しており、2024 年の国内販売台数の約 80％を占め、世界の EV ⽣産台数
の 25％増のほぼすべてを占めている。EU では、2024 年の EV ⽣産台数は 240 万台にとどまった。北⽶の
傾向は対照的だった ：⽶国の⽣産台数は減少したが、メキシコの⽣産台数は⽐較的低い製造コストに⽀えら
れて倍増した。メキシコの⽣産台数のおよそ 70％は、⽶国に本社を置くメーカーによるものである。中国を
除くアジア太平洋諸国でも⽣産が 15％増加し、EV は約 100 万台に達したが、そのほとんどは⽇本と韓国の
既存⾃動⾞メーカーによるものであった。  
 
EV の世界貿易は 2024 年に 20%増加し、輸⼊は今や世界の EV 販売のほぼ 5 分の 1 を占める。2024 年の世
界輸出のうち、中国が 40％（EV 約 125 万台）で最⼤のシェアを占めた。EU も EV の純輸出国であり続け
た。輸出は 80 万台以上に達し、そのほとんどが他の欧州諸国（英国など）と北⽶向けであった。EU からの
輸⼊は 70 万台を下回り、そのうち 60％は中国からであった。⽶国は EV の純輸⼊国であり続け、2024 年
には輸⼊が 40%近く増加し、輸出は 15%近く減少した。 
 
中国の⾃動⾞メーカーがブラジル、メキシコ、東南アジアで躍進し、中国の EV 輸出市場は多様化している。
中国の EV 輸出先となる可能性のあるいくつかの市場は、最近、関税を採⽤、または関税の使⽤を検討して
いる。このため、中国メーカーは関税が発効する前に輸出を前倒しするか（ブラジルのように）、適⽤可能
な EV の新たな市場を求めるようになっている。現在、中国メーカーの海外⽣産能⼒は、新興市場における
EV 販売台数の約 5%を供給しており、今後もさらに増加する⾒込みである。 
 
競争とバッテリー価格低下により、⼿頃な価格での購⼊が可能になりつつあ
るが、その進歩にはばらつきがある 
世界平均では、バッテリーEV の価格は 2024 年に下落したが、多くの市場で従来型⾃動⾞との購⼊価格差
は変わらなかった。例えばドイツでは、バッテリーEV の平均価格は従来型よりも 20%⾼いままであった。
⽶国では、バッテリーEV の価格は 30％⾼いままであり、将来の販売増の期待に⽔を差した。これとは対照
的に、中国では 2024 年に販売される EV の 3 分の 2 は、購⼊優遇措置を考慮しなくても、従来型の同等⾞
両よりも安い価格で販売された。このため、政府のインセンティブが低下しても、販売台数は増加した。 
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中国の EV モデルは通常、新興市場の平均的な EV よりも安く、中国産業の競争⼒を⾼めている。タイでは、
バッテリーEV の平均価格は現在、平均的な従来型⾃動⾞と同等に達しており、購⼊可能な中国製 EV は平
均でさらに安い。ブラジルでは、中国の EV 輸⼊が同国の EV 販売の 85％を占めるまでに成⻑したため、バ
ッテリーEV と従来型⾃動⾞の価格差は、2023 年の 100％超から 2024 年には 25％まで縮⼩した。同様に、
メキシコのバッテリーEV の平均価格増は、中国からの輸⼊が販売台数の 3 分の 2 に達したため、2023 年の
100%超から 2024 年には 50%に低下した。 
 
レアメタルの価格低下と電池メーカー間の競争激化により、2024 年の電池パック価格は⼤きなばらつきは
あるものの、すべての市場で下落した。中国では価格が約 30%下がったのに対し、欧州と⽶国では 10〜15%
下がった。激しい競争、製造効率の向上、サプライチェーンの統合、熟練労働⼒へのアクセスによって可能
になった中国のコスト削減ペースの速さは、中国の電池メーカーの競争優位性を⾼めている。 
 
充電ポイントの普及率、容量、統合性の向上が EV の普及拡⼤の鍵 
公共の充電ステーションは、EV 販売の増加に対応するため、過去 2 年間で倍増している。中国と EU は、
EV の普及台数に⽐べ、充電器の配備ペースは⼀定である。しかし、中国よりも家庭⽤充電器へのアクセス
率が⾼い⽶国と英国では、公共充電器の整備が EV の普及に追いついておらず、2024 年には公共充電ポイン
ト当たりの⼩型 EV 保有台数が増加している。 
 
充電容量は、公共充電ネットワークが適切であるかどうかを測る重要な指標である。定格出⼒ 150kW 以上
の超急速充電器の数は、2024 年には約 50％増加し、現在では公共急速充電器全体の 10％近くを占めてい
る。都市部の公共低速充電器は、⾃宅での充電ができない EV 所有者のためのソリューションだが、⾼速道
路沿いの急速充電器は⻑距離移動の⼿助けになる。欧州では、全⾼速道路の 4 分の 3 以上に、少なくとも
50km ごとに急速充電ステーションが設置されている。世界全体では、⼩型 EV の公共充電容量を 2030 年
までに約9 倍に増やす必要がある。それでも、2030 年の世界の総電⼒需要に占めるEV の割合はわずか2.5％
に過ぎない。  
 
相互運⽤性、標準化、スマート充電、系統間統合を推進する政府の取り組みにより、運転者や系統運⽤者も
EV への移⾏を容易にすることができる。スマート充電器やビークル・ツー・グリッド対応 EV モデルなど
の技術は利⽤可能になってきているが、グリッドにとっての潜在的利益を最⼤化するためには、新たな市場
構造や法的枠組みが必要である。この分野の政策実施と実証プロジェクトでは、中国と英国が際⽴っている。
近年のバッテリー技術の⾰新により、従来の⾃動⾞に給油するのと同じくらい短時間で安全な⾼出⼒充電も
可能になりつつあるが、こうした進歩を完全に実現するには、適切なインフラを配備する必要がある。 
 
⻑距離運⾏でも EV トラックの価値は改善されている 
EV トラックの販売台数は 2024 年に世界で 80％近く増加し、トラック総販売台数の 2％近くに達する。従
来型トラックの新たな廃⾞制度に刺激され、中国の EV トラック販売台数は 75,000 台に倍増し、2024 年の
世界販売台数の 80％以上を占めた。欧州と⽶国では、2024 年の EV トラックの販売台数は 2023 年の⽔準
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とほぼ同じであった。購⼊可能なバッテリーEV トラックのモデル数は、2020 年の 70 ⾞種未満から 400 ⾞
種以上に増加し、EV トラックで対応可能な⽤途が増加している。 
 
バッテリー⼤型EVトラックの総所有コストは、中国ではすでにディーゼルトラックよりも低い場合がある。
バッテリー式⼤型 EV トラックの購⼊価格は、主要市場では同等のディーゼルトラックの 2 倍から 3 倍⾼い
ままである。しかし、より⾼い効率とより低いエネルギーコスト（⾼出⼒充電器のコストを含めても）は、
バッテリーEV トラックを使えば使うほど魅⼒的なものにする。2030 年までに、欧州と⽶国のバッテリー
EV トラックは、中国ですでにそうなっているように、⻑距離運⾏でディーゼルトラックと総所有コストで
同等になると予想され、⽔素燃料電池トラックよりもコスト効率に優れ続けることになる。しかし、トラッ
クの具体的な⽤途と使⽤⽅法は、どのパワートレイン技術が最も適しているかを決定する重要な要因であり、
様々な代替案のコストを評価するためにはケースバイケースの分析が必要になる可能性がある。 
 
トラック運転⼿に義務付けられた休憩時間は、途中の充電において発⽣する時間的コストを削減する上で重
要な役割を果たすことができる。⻑距離トラック輸送の場合、EV トラックの充電待ち時間は物流事業者に
とって問題となる可能性がある。しかし、EU で義務付けられている 45 分間の休憩時間は、350kW の充電
器を使⽤する⼤型トラックで約 150km、メガワットの充電器を使⽤する場合は最⼤約 400km を追加して⾛
⾏できる。⽶国と中国も休憩時間を義務付けているが、現在のところ、EU の政策設計が EV の導⼊を⽀援
する上で最も適している。 


